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新型コロナウイルス感染症対応休業支援金関係情報の公開について 

 

厚生労働省のホームページにおいて、新型コロナウイルス感染症対応休業支援金の申請書や 

Ｑ＆Ａなど関連情報が下記のとおり公開されましたので、お知らせします。 

（注）複数事業所の休業について申請する方については、別途の様式等を準備中ですので、整い次第公開

します。同一の期間について、複数の申請をした場合、最初の申請以外は無効となります。 

 

【新型コロナウイルス感染症対応休業支援金情報関係ＨＰ】 

 https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html 

                                

また、7月7日から、お問い合わせ対応のコールセンターも稼働開始しました。 

お問い合わせは、労働局・ハローワークではなく、コールセンターの方にお願いします。 

 

『新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金コールセンター』について 

 電話番号：0120‐221‐276 

  受付時間：月～金 8:30～20:00 

       土日祝 8:30～17:15 

 

 

今後、7月 10日（金）を目途として、郵送での受付を先行して開始できるよう準備を進めてい

ますので、ホームページにてご確認ください。 

 また、オンラインでの申請も可能とする予定でありますが、引き続きシステム開発を行ってい

ますので、別途お知らせいたします。 
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新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金（概要） 

概要 

  新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止の措置の影響により休業させられた中小企業の労働者のうち、休業中に賃金
（休業手当）を受けることができなかった方に対して、当該労働者の申請により、新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・
給付金を支給する。 

   
令和２年4月1日から9月30日までの間に事業主の指示を受けて休業（休業手当の支払なし）した中小企業の労働者 

主な内容 

１ 対象者 

２ 支援金額の算定方法    
休業前の１日当たり平均賃金 × 80％ ×（各月の日数（30日又は31日） ー 就労した又は労働者の事情で休んだ日数） 
    ① １日当たり支給額（11,000円が上限）                       ② 休業実績 

３ 手続内容 

① 申請方法： 郵送 （オンライン申請も準備中） 
          （労働者本人からの申請のほか、事業主を通じて（まとめて）申請することも可能） 
② 必要書類：(i)  申請書、(ii)支給要件確認書※  
           (iii)本人確認書類、(iv)口座確認書類、(v)休業開始前賃金及び休業期間中の給与を証明できるもの、 
            ※ 事業主の指示による休業であること等の事実を確認するもの。事業主及び労働者それぞれが記入の上、署名。 
            ※ 事業主の協力を得られない場合は、事業主記入欄が空欄でも受付（この場合、法律に基づき労働局から事業主に報告を求める。）。 

４ 実施体制等 

 ○ 都道府県労働局において集中処理 
 ○ 問い合わせを受け付けるコールセンターを設置 
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❶ 申請者について

❷ 休業をしている事業所について

❸ 申請者署名欄 申請者の方は、下記に署名または記名押印してください。未成年者（満20歳未満の方）や成年被後見人は保護者等の同意書が必要です。

＊ ＊ ＊

＊「就労等した日」とは就労した日および年次有給休暇、育児休業、介護休業、病気による欠勤等、労働者本人の事情による休暇・休業をいい、所定の休日は
　これにあたりません。項目8の支援金・給付金の対象として申請する期間に「就労等した日」がなかった方は項目9～11を空欄としてください。
　「就労等した日」がある方は〈2枚目〉の例を参照し、記入してください。

申請者氏名

管轄労働局長　殿 提出日　令和２年 月

〈1枚目〉

〈2枚目〉の「ご確認事項」を確認のうえ、下記❶～❸の太枠内をご記入ください。代理人等が提出代行等をする場合は❹もご記入ください。
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新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の
支給を希望するため、申請します。
なお、支援金・給付金支給要領※に従うとともに、本申請
書、別添の要件確認書の記入内容および添付書類につ
いて偽りないことを誓約し、労働局・公共職業安定所か
ら確認のための問い合わせがあった場合は協力します。

〒

日

支援金・給付金の
対象として
申請する期間

休業前賃金額
（直近6か月中任意の3か月分）

❶

8

12

備考欄13

フリガナ

氏名

男性1 女性2

明治1

都
府

道
県

市
町

区
村

大正2 昭和3 平成4

年 月 日

－ －

普通1 当座2

〒

都
府

道
県

市
町

区
村

8の期間のうち
休業事業所で4時間
以上就労等した日数

9

一十百千万十万百万

,,

※

※6桁目が記載されている方のみご記入ください。

左詰で記入➡

※金融機関
　コードは
　任意です。

➡

左詰で記入➡

この申請書に偽りの記入をして提出した場合には、不正行為として処分の対象となることもありますので、正確にご記入ください。

様式第1号 労 初回(1)

❹ 代理人等署名欄 代理人または（提出代行者・事務代理者）社会保険労務士の方は、下記に署名または記名押印してください。

この申請書の記入内容について、労働局・公共職業安定所が確認のため問い合わせた場合は、協力します。
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左詰で記入➡
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※厚生労働省HPに掲載しています。
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限ります

（ ）
住所または
居所および
電話番号

事務所または
法人等の

9～11は支給要件確認書事業主記入欄　を
参照して記入してください。＊
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新型コロナウイルス感染症対応

休業支援金・給付金支給申請書初回

労働者申請用

ゆうちょ銀行以外の
金融機関



ご確認事項

本支援金・給付金について

①中小事業主に雇用される労働者が支給対象です。雇用保険被保険者か否
かは問いません。令和2年4月1日から9月30日までの間に新型コロナウ
イルス感染症およびそのまん延防止を理由に事業主から命じられて当該
労働者が休業したにもかかわらず休業手当の支払いがない場合に、この
支援金・給付金を支給します。

②締切は、以下のとおりです。

各月の初日から末日まで（休業が月の途中から始まる場合は休業開始日か
ら、休業が月の途中で終わる場合は休業終了日まで）を1支給単位期間とし、

①項目1・3～12は必須項目です。5の金融機関コードは任意です。
②項目3の元号、4・7の都道府県欄・市区町村欄、5の口座の種類および12の

元号はいずれかにチェックしてください。
③項目5の振込先は申請労働者名義の口座を記入してください。

金 融 機 関コード、支 店コードは一 般 社 団 法 人 全 国 銀 行 協 会のH P
（https://www.zenginkyo.or.jp/shop/）等で確認いただくことができます。
インターネット専用銀行は、特定の銀行を除き振込ができませんのでご注
意ください。

④項目6・7に記入する事業所の情報は、申請労働者が就労している拠点等
の情報を記入してください。

⑤項目8～11は支給単位期間（各月初日から末日まで）ごとに1行を用い、就
労等した日の状況を記入してください。

　なお、項目9～11において、該当する日がない場合は記入不要とし、これ
に係る添付書類も不要です。記入および添付がない場合は申告がないも
のとみなします。

　・例3（1日あたり所定労働時間が3時間の方が4月16日～6月15日の休
業の場合で、5月11～15日に2時間勤務、1時間休業、5月18～22日は
終日（3時間）勤務（なお、5月16・17日は所定の休日）の場合）

　・例2（1日あたり所定労働時間が8時間の方が4月16日～6月15日の休
業の場合で、5月11～15日に2時間勤務、6時間休業、5月18～20日は
終日勤務（なお、5月16・17日は所定の休日）の場合）

　・例1（休業期間中、まったく就労等していない場合）
　  記入の必要がないため項目9～11は空欄。

⑥項目12は以下を参照して、記入してください。 
・記入する賃金額は、実際に支払われた日の属する月の賃金として、賃金額を記

入してください。例えば、支払日が3月10日、2月10日、1月10日であれば3月、
2月、1月分として賃金額を記入してください。

・休業前6か月分の賃金から任意の3か月分の賃金額を記入してください（支援
金・給付金の金額は申請書に記入された3か月分の賃金額を休業前の平均的
な賃金として金額を算定します）。例えば、4月に休業を開始した場合は、3月、
2月、1月、12月、11月、10月に支払われた賃金のうち任意の3か月分の賃金
額を記入願います。

〔申請対象となる期間を通じ休業していた場合〕

〔申請対象となる期間のうち一部就労等していた場合〕

・3か月分の給与の支払いがない場合は2か月分の給与を記入し、2か月分の給
与の支払いもない場合は、1か月分の給与を記入してください。
なお、新規学卒者等は、労働条件通知書等にて通知されている1か月分の金額
を記入願います。この場合、備考欄に新規学卒者等※である旨記入してください。

毎月（1支給単位期間ごと）の申請が可能です。
また、申請期間内（各支給単位期間ごとに当該支給単位期間に係る月の翌
月1日～左記に記載の締切日）であれば、複数月（複数の支給単位期間）を
まとめての申請も可能です（例. 4～7月分を8月1日から9月30日までの間
にまとめて申請可能）。

③申請方法は、厚生労働省HPからのオンライン申請または郵送となります。
初回の申請方法が郵送の場合は、2回目以降の申請も郵送で、初回の申請
がオンライン申請の場合は、2回目以降もオンライン申請でお願いします。
郵送の場合、この郵送用申請書〈2枚目〉や厚生労働省HPに掲載された申
請案内動画、リーフレットを参照してご記入願います。申請者が、❷休業を
している事業所欄の記入項目で不明なものがある場合には、事業主から教
示いただく、記入していただく等してください。事業主の皆様におかれては
本支援金・給付金の申請にご協力をお願いします。
なお、事業主に申請書を提出いただくことも可能です。その場合は事業主
用の申請書をご利用ください。

申請書の記入項目について

支給申請書への記入漏れや添付書類の不備がある場合は申請書類一式を返送させていただくことになりますので、

封入前に記入漏れや書類の不備がないか十分にご確認をいただきますようお願いします。

様式第1号 労 初回(2)

〈2枚目〉

※新規学卒者等とは、新たに学校もしくは専修学校を卒業した者もしくは新たに公
共職業能力開発施設もしくは職業能力開発総合大学校（長期養成課程または総
合課程）の行う職業訓練を修了した者またはこれに準ずる者をいいます。

また、疾病・出産・育児等の事情による休業のため、休業前6か月の賃金が全く
存在しない場合は、さらに2年まで遡り、休業開始月に最も近い月から3か月分
の賃金を休業開始前賃金として取り扱うため、休業の時期や事情を備考欄に
ご記入ください。

添付書類について
①運転免許証、マイナンバーカード（表面のみ）等申請者本人であることが

確認できる書類（顔写真のない証明書等については2種類）の写しを添付
してください。なお、学生証や社員証は顔写真付きであっても他の書類と
あわせ2種類必要です。 

②キャッシュカードや通帳の写し等口座番号等が確認できる書類の写しを
添付してください。 

③給与明細や賃金台帳等の休業前および休業中の賃金額が確認できる
書類の写しを添付してください。

　添付できない場合はその旨と添付できない事情について備考欄に記入
してください。

CASH CARDCASH CARD
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XXXXXXXX
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ご不明の点は、以下までお問い合わせください。
新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金コールセンター

（厚生労働省委託事業）

月～金／8：30～20：00
土日祝／8：30～17：15

（年末年始（12/29～1/3）を除く）0120-221-276

休業した期間

令和2年4月～6月

令和2年7月

令和2年8月

令和2年9月

締切日（郵送の場合は必着）

令和2年  9月30日（水）

令和2年10月31日（土）

令和2年11月30日（月）

令和2年12月31日（木）

支給金額＝（支援金・給付金日額＝（休業開始前賃金日額×0.8））×
｛（A-B）＋1｝　※小数点以下切り捨て

A＝支援金の対象として申請する期間の終了日
B＝支援金の対象として申請する期間の開始日

算定式

支給金額＝（支援金・給付金日額＝（休業開始前賃金日額×0.8））×
〔｛（A-B）＋1｝ー〔｛C+（DーE）｝＋（1／2×E）〕〕※小数点以下切り捨て

A＝支援金の対象として申請する期間の終了日
B＝支援金の対象として申請する期間の開始日
C＝4時間以上就労した日数
D＝4時間未満就労した日数
E＝4時間未満就労した日数のうち事業主から一部時間（分）単位で休業を命じ
　  られた日数（半日就労日）

算定式

①運転免許証、マイナンバー
　カード等の写し

②キャッシュカードや
　通帳等の写し（※）

※通帳を開いた1ページ目と
　2ページ目

③給与明細や
　賃金台帳等の写し



（  　　　）
法人の場合は代表者
氏名を、個人の場合は
屋号をあわせて記入

・以下の項目について、記入または該当する方に 　チェックをしてお答えください。
・この確認書は、新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金（以下、「支援金等」という。）における支給要件の確認事項です。

新型コロナウイルス感染症対応

休業支援金・給付金支給要件確認書初回

労働者申請用

上記記入内容に相違ありません。（署名または記名押印）

令和 年 月 日 氏名確認日

上記記入内容に相違ありません。（署名または記名押印）

令和 年 月 日確認日 事業所名

住所

TEL

●※ この欄は拠点等の管理者ではなく、法人等の代表者等の記入欄です。本確認書における事業主記入欄について事業主からの協力が得られなかった場合は、事業主記入欄の事業主名欄に「事業主の協力を

得られない」旨およびその背景となる事情（倒産、事業主と連絡がとれない等）を記入して提出願います。

なお、当該ケースについては、拠点等の所在地を管轄する労働局より法律に基づき、当該事業所に連絡させていただきます。よって通常の審査よりお時間を要します。

●※ 未成年者（満20歳未満の方）や成年被後見人は保護者等の同意書が必要です。

この確認書は、支給要件の確認事項となります。偽りの記入をして提出した場合には、不正行為として処分の対象となることもありますので、正確にご記入ください。

事業主記入欄※

■ 労働者の方が記入してください

3

4

5

6

支援金等の対象として申請する期間（支給申請書「8」と同じ）

■1 の期間において、雇用保険の求職者給付（基本手当等）や育児休業給付、介護休業給付を受給していませんか。

過去にこの支援金等を申請したことはありますか。

休業手当が支払われ、または３万円を超える見舞金が支払われた場合、原則２週間以内に申告することに同意しますか

（申告先は事業所（拠点等）の所在地を管轄する労働局です）。

この確認書〈2枚目〉の支給要件のすべてに該当しますか。

1

■1 の期間の休業は、事業主に命じられた休業ですか。2 はい1 いいえ2

はい1 いいえ2

はい1 いいえ2

ない1 ある2

支払って

いない
（予定はない）

1

支払って

いる
（予定がある）

2

■8 -❸へ

■ 事業主の方が記入してください （※1、※2、※3については〈2枚目〉を参照）

申請を行う労働者を雇用している事業主は中小事業主ですか。※11 はい1 いいえ2

（労働保険番号がない事業所のみ記入してください）暫定任意適用事業※３に該当しますか。3

2

はい1 いいえ2

申請を行う労働者を労働者記入欄■1 の期間に雇用していましたか（委託、請負は雇用ではありません）。

申請を行う労働者の就労する拠点等に係るA雇用保険適用事業所番号および労働保険番

号を記入してください。雇用保険の適用事業所でない場合にはB労働保険番号のみ記入

してください（事業所の実在を確認できない場合、支援金等のお支払いができません）。※２

4 はい1

❶ 申請を行う労働者は雇用保険被保険者ですか。

5

いいえ2

❷ 上記❶で「はい」と回答された場合は、申請を行う労働者の雇用保険被保険者番号を記入

してください。

雇用調整助成金または緊急雇用安定助成金を受給していますか。または受給する予定はありますか。6 はい2いいえ1

❶ 申請を行う労働者を事業主が命じて労働者記入欄■1 の期間に休業させましたか。

❷ 上記❶で休業させた者について、休業期間中に就労等させた日※すべてを「4時間以上就労等」、「4時間未満就労等」、

「4時間未満就労等かつ休業時間あり」の別に具体的な日付を記入してください。就労等させた日がなければ記入不要です。

※「就労等させた日」は就労させた日および年次有給休暇、育児休業、介護休業、病気による欠勤等の労働者本人の事情による休暇・休業をいい、所定の休日はこれにあたりません。
7

いいえ2

❷ 労働者記入欄■1 の期間の休業に対し、一部でも見舞金を支払っていませんか。または支払う予定はありませんか。

支払って

いない
（予定はない）

1

支払って

いる
（予定がある）

2❶ 労働者記入欄■1 の期間の休業に対し、一部でも休業手当を支払っていませんか。または支払う予定はありませんか。

8

9 過去にこの要件確認書に係る労働者について支援金等を申請したことはありますか。 ない1 ある2

受給して

いない1
受給して

いる2

～ 月 日令和2年 月 日

－ －

－

－ － －－

－

雇用保険

被保険者

番号

A雇用保険

適用事業所

番号

B労働保険

番号

いいえ2

はい
1 ■5 -❷へ

はい
1 ■7 -❷へ

〈1枚目〉

,,,

,,

,,

, ,

,
円

一十百千万十万百万

一十百千万十万百万

一十百千万十万百万 一十百千万十万百万

一十百千万十万百万

円

月
分

月
分

月
分

月
分

月
分

円

円

円

❸ 上記❷で見舞金を支払っている、または支払う予定

があるとした場合、金額を記入してください。

労働者記入欄※

4時間以上就労等
月ごとの日数の合計が
支給申請書「9」と一致

4時間未満就労等
月ごとの日数の合計が
支給申請書「10」と一致

4時間未満就労等
かつ休業時間あり

月ごとの日数の合計が
支給申請書「11」と一致

事業主名



〈2枚目〉

資本金の額もしくは出資の総額が3億円（小売業またはサービス業を主たる

事業とする事業主については5,000万円、卸売業を主たる事業とする事業主

については1億円）を超えない事業主またはその常時雇用する労働者の数が

300人（小売業を主たる事業とする事業主については50人、卸売業または

サービス業を主たる事業とする事業主については100人）を常態として超え

ない事業主をいいます。

中小事業主の範囲について

支給要件について

※1 中小事業主（中小事業主の範囲は以下を参照）に該当しない場合、支援金

等の支給対象外です。

※2 申請を行う労働者の就労する拠点等が雇用保険の適用事業所非該当承認

を受けている施設である場合は、その上位組織となる事業所の雇用保険

適用事業所番号を記入してください。

※3 暫定任意適用事業とは、農林水産の事業のうち、労働保険に加入するかどう

かは事業主の意思やその事業に使用されている労働者の過半数の意思に

まかされている事業をいいます。保険関係は、事業主が任意加入の申請を

し、その承諾を得てはじめて成立します。

●　労災保険の暫定任意適用事業

・労働者数5人未満の個人経営の農業であって、特定の危険または

有害な作業を主として行う事業以外のもの

・労働者を常時は使用することなく、かつ、年間使用延労働者数が

 300人未満の個人経営の林業

・労働者数5人未満の個人経営の畜産、養蚕または水産（総トン数5ト

ン未満の漁船による事業等）の事業

ご注意

主たる事業
資本金の額または

出資の総額
常時雇用する
労働者の数

業種 該当分類項目

小売業(飲食店を含む)

小売業

大分類 I （卸売業、小売業）のうち
　　中分類56（各種商品小売業）
　　中分類57（織物・衣服・身の回り品小売業）
　　中分類58（飲食料品小売業）
　　中分類59（機械器具小売業）
　　中分類60（その他の小売業）
　　中分類61（無店舗小売業）
大分類 M （宿泊業、飲食サービス業）のうち
　　中分類76（飲食店）
　　中分類77（持ち帰り・配達飲食サービス業）

大分類 G （情報通信業）のうち
　　中分類38（放送業）
　　中分類39（情報サービス業）
　　小分類411（映像情報制作・配給業）
　　小分類412（音声情報制作業）
　　小分類415（広告制作業）
　　小分類416（映像・音声・文字情報制作に付帯するサービス業）
大分類 K （不動産業・物品賃貸業）のうち
　　小分類693（駐車場業）
　　中分類70（物品賃貸業）
大分類 L （学術研究、専門・技術サービス業）
大分類 M （宿泊業、飲食サービス業）のうち
　　中分類75（宿泊業）
大分類 N （生活関連サービス業、娯楽業）
　　ただし、小分類791（旅行業）は除く
大分類 O （教育、学習支援業）（中分類81、82）
大分類 P （医療、福祉）（中分類83～85）
大分類 Q （複合サービス事業）（中分類86、87）
大分類 R （サービス業〈他に分類されないもの〉）（中分類88～96）

大分類 I （卸売業、小売業）のうち
　　中分類50（各種商品卸売業）
　　中分類51（繊維・衣服等卸売業）
　　中分類52（飲食料品卸売業）
　　中分類53（建築材料、鉱物・金属材料等卸売業）
　　中分類54（機械器具卸売業）
　　中分類55（その他の卸売業）

上記以外のすべて

サービス業

卸売業

製造業その他

サービス業

卸売業

その他の業種

5,000万円以下

5,000万円以下

1億円以下

3億円以下

50人以下

100人以下

100人以下

300人以下

ご確認事項

●　雇用保険の暫定任意適用事業

下記に掲げる農林水産の事業（国、都道府県、市町村その他これらに

準ずるものの事業および法人である事業主の事業を除きます）であっ

て、常時5人未満の労働者を雇用する個人経営の事業です。

1.土地の耕作もしくは開墾または植物の栽植、栽培、採取もしくは

伐採の事業その他農林の事業（いわゆる農業、林業と称せられる

すべての事業）

2.動物の飼育または水産動植物の採捕もしくは養殖の事業その他畜

産、養蚕または水産の事業

A

B

1 令和２年４月以降に起業した事業主の事業所（拠点等）において雇用される

者の休業については、起業した日から当該日の属する月の翌月末までの間

の休業でないこと。

2 令和2年4月以降に新たに雇い入れられた者の休業については、雇入れ日

から当該日の属する月の翌月末までの間の休業でないこと（なお、新規学卒

者等（新たに学校もしくは専修学校を卒業した者もしくは新たに公共職業能

力開発施設もしくは職業能力開発総合大学校（長期養成課程または総合課

程）の行う職業訓練を修了した者またはこれに準ずる者）を除く）。

3 事業主から、支援金等の支給対象となった休業期間について休業手当が支

払われた場合（企業の倒産に伴い休業手当が支払われないまま退職を余儀

なくされ国の未払賃金立替払制度により休業手当に関し立替払を受けた場

合を含む）は、支援金等を全額返還することに承諾すること。

4 国、地方公共団体、行政執行法人および特定地方独立行政法人に雇用され

る者でないこと。ただし、地方公営企業法（昭和27年法律第292号)第3章の

適用を受ける地方公共団体の経営する企業の雇用保険被保険者は対象と

なる。

5 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律）でないこと。

6 破壊活動防止法の暴力主義的破壊活動を行ったまたは行う恐れがある団体

等に属している者でないこと。

7 支援金等の対象として申請する期間において、雇用保険の求職者給付（基本

手当等）や育児休業給付、介護休業給付を受給していないこと。

各月（例えば「4月」等の1支給単位期間）について、1人の労働者につき1回のみ申請できます。
既に申請がなされた期間については、最初の申請以外はすべて無効となります。


